別紙様式
平成２４年度当初予算　　　支出科目　款：衛生費　項：保健予防費　目：母子保健指導費
	事業名:地域周産期医療体制強化事業（地域医療再生基金事業）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　健康福祉部保健医療課母子・特定疾患担当　電話番号：058-272-1111（内２５４７）

　　　　　　　　　　　                          E-mail：c11223@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：2,186千円（前年度予算額：1,883千円）

	事業内容


	１　事業の内容


　主に一次周産期医療機関でお産に従事する医師・看護師・助産師を対象に新生児蘇生法講習会を実施し、マスクとバッグ等による正しい新生児蘇生技術を習得させることで、児の救命と重篤な障害の発生を回避する。
	２　所要経費


新生児蘇生法技術の普及に係る経費

　ア　総合及び地域周産期母子医療センターを中心とした新生児蘇生法研修体制の整備

　　地域の周産期医療機関を対象とした講習会の開催　　１，７５２千円

　イ　新生児蘇生法インストラクターの養成

　　総合及び地域周産期母子医療センター内に、複数名の新生児蘇生法インストラクターを設置（年間１０名養成予定）　４３４千円
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


　Ⅰ　安心して暮らせるふるさと岐阜県づくり
　　３　障がいのある人が個性を発揮して暮らせる地域をつくる。

　　　Ⅳ　障がい者の地域生活支援
	２　これまでの取組状況


　平成２０年に５機関を総合周産期母子医療センター及び地域周産期母子医療センターに認定し、三次周産期医療体制を構築した。その結果２４時間体制で対応できる体制が整備され、医療機関や消防機関との連携体制が強化された。
　また、周産期医療従事者の技術向上を目的とした、新生児蘇生法講習会を開催し、平成２２年度は合計で２６０名が受講した。
	３　これまでの取組に対する評価


　岐阜県内の周産期死亡率は、平成２１年度は４．８であったのが、平成２２年度は３．８に低下している。また平成２２年度の全国平均が４．２であったことから、全国平均も下回っている。今後も周産期低い死亡率を維持するために、新生児蘇生法講習会は重要な役割を果たすため実施していく必要がある。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	1,883
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,883

	要求額
	2,186
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	2,186

	決定額
	2,186
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	2,186


